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医療技衝政府調達の調達手続フロー・チャート

凡例：　⊂コ・全ての調達について実施
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資格審査手続

熟改道真件及び原則として80万SDR超の調達額と見込まれる調達
と言か島折袈産簡弊害甑圭瑚蓮雛壇誓紙管苦絹
外のもの

資 枯 審　 査 書芸も葦豊警婁露呈宗達葉書暮雲等鮨国外での

将来の調達計画等

年度当初 の官報公示（基準額以上）

接

会合の開催 く基準額未満も含む）

各病院毎の年間調達見通し（20品目）等公表

慧豊海欝霊配毒針た上で長期的珂達見
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意見招請手続等

市場調査のための資料提供招請

資料提供期限

仕様書案作成完了

t tl　…　－　tl th　．　一　…l　●　■1°　．　一
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の旨の官報公示
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少なくとも30日

仕様書案に対する意見等
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入札手続

の提供期限　：
l th th tP　●　l tb tF　一　．　一　一1

年度開始前／年度開始に資料提供招請につき官報公示
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一般兢争契約の寅砲の複底
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入　　札　　公　　告

約

防貴賓約の場合

意契約＿＿の 串前公示

！一陣親詰
l
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l　　‾

割合で

落札の官報公・示

少なくとも40日

苦情処理手続等

処　理

不　公　正　な　入　札　の　防　止
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く参考2・）

措置第Ⅳ茸に定める板碑の中央窓口一覧

枝　　 関　　 名 中　 央　 窓　 口　 ‾＼ 代 表 電 器 内　 線 F　 A　 X

衆竃 院 庶 務部会計課 0 3－353 1■5 1日 （2 323） 03－353ト92 14

参在 院 庶務部会計証 ・ 03－353ト3 111 （257 9） 03－358 1－1020

最高 載剖 所 事 務詮局釜理局立査 証 03－326 4●3 1日 く344 5） 03－3234－3529

会 計検 査院 事 務宣長官房会計等 03－358卜325 1． （225 8） 03－353卜8075

内 田及 び琵理府 大 臣官房会計課契約 係 ’ 0 3－353・l－236 1 （232 2） 03－358卜2257

公正 取引委員 会 事務 局官房庶務課用度係 03－358ト547 1 （4 34） 03－358卜1953

国 家公安委員 会 （警察庁 ） 長 官官房会計証調達係 03－358卜0 141 （22 43） 03・353 1－0533

公 賓等調整委員 会 事 務局盆務 証会計係 03－353 1－236 1 （35 16）． 03－35山一9胡3

宮 内庁 長 官官房 主計鞋文壇 負担行為係 03－32 13・11日 ． ’（275） 03－3282－154 1

総務庁 長 官官房 会計註器 査 係 03－353 1：63引 （4 14 8）‾ 03－3506－194 1

北 海道開発庁 総務 課釜蟄 第 1 係 03・353卜9 111 （2 32 5）

（5 12 gi

03・35S 1－1208

03－353卜9404

防揃庁 く未定） 03－3408－52日

経済企 画庁 長 官官房 会計証 契約 係 03－358 1－026 1

科学技 術庁 長音官房 会計課 03－358ト52 71 （272） 03－3504●2634

環境庁 ・ 長 官官房 会計放 談詳係 03－35台1－335 1 （＝7 0－）． 03－3593－S932

沖縄 偶発庁 盆彷局 会計怨 03－358 l・236 1 ‘く402 3） 03二525 1－7 177

国土庁 長官官房会計課決罪僑 03－3593－33 1主 （7 15 3） ’03・350 l－53胡

撞積省 大 臣官房 会計懲監 査室 03－3580・4 1日 （22 12） 03－3 592．．・7 112

外輯省 大 臣官房会計課調 遜富 03二3580こ5257 （直也 ） 03⊥35 8 －鋼現

大戚省 大 臣官房 会計訟決 罪第 1係 03－358 1－4 1日 （2 12 6） 83－5 25 1－2 152

文部省 大 臣官霹 会計辞捉 坊班儀設備 03－353卜42 11 （2 135） 03－3 59 1－S l‘40

厚生省 大 臣官房会計課 03－3503－日Il こ（22 12） 03－35 08－1112

農林水産 省 大 臣官房踏認許特 定調逮宗花儲 03－3502・8 1日 く2舶 l） ’ 03－35 05－1935

通商産票 省 大臣官房会計江 03・350 1一括‖ ・（2236） 03－358 012胡3

運輸省 大臣官房会計粗契約 調整官 03－3 530－3 1日 （5385） 03－3580－780ヰ

ぢ改省 大臣官房鵬掠部国際 調達企画 室国 際 騒 03－3 504－42引 （直通 ） 03－3504－0 19j

労働省 大臣官房会計斑調度班 契約 位 03－3 593－12日 （5 112） 03－3502－2950

建設省 大臣官房会計駁調如 嗣 汲償 03二3 58 0・43 11 （2 277） 03－525 1●192 3

自治省 大 臣官房 会計駁支 出負授行為羽だ 降 03－3 58卜53日 （4 22） 03－3597－005 5

北海 退旅客 琵違盈 式会社 肘務 部資材駐企 画制度像 O ll－222－7 13 1 （直通 ） 0 11－25 1－6 3！4‘

黒 日本旅客洪違 株式会社 財務 部資材部法規 ・品質 管現 任 03－32 12－26 57 ‾ （直通 ） 03－的 12－25S I

雲三苺 旅客鉄道株式 会社 管財 部狂材 私施 設接 種屈 052－56 4－25 3S ． （逆 運 ） 052－554－2535

西 日本 旅客鉄遺株 式会は ・ 財坊 部管材紅調査係 06・375－399 I ・（直 通） 05－375－SS52

四岱旅 客鉄道株或 会は 肘拐 部狩材謀計 転帰 、 037 3－22－3990 （直 通） 0373●22－3990

ー九州旅客 鉄道株式 全日二 謹埋却骨 材詔！購耳 管郡！佐 09 3－33 1－3504 （直 通） 093・33 l・3504

日本貨物 鉄道株式会社 肘坊部資材部購罰 俸 03－32 12－390S （正道 ） 03●3285－0070

日本 たば こ麗質；株式会 封二 総務部誼胡 訟 03－3474・3 1日 （2322°） 03－5479－0310

円本電信 電缶 株式会社 国際羽通宝二 －　03－3509－SO胡 （薩適 ） 03－35 93－1794

旧民会扁皇公雄 庶彷部用度課 03で3 270－4 1－日 （725） 03－32 4卜gj179

杖 宅金融 公雄 諾型！部会計部契約 班 03－37 96－6 1日 （296） 03・379 5－6 176

n 林 政基金愚 公躍 腰 梯部庶務部 l03－32 70－22 6 l’ （333） 03・327 0－2350

中小企 蓑虫昌空公揮 庶務 部庶 務部 03・327 0・12 6 1 （2 5 11） 03－3270－1207．

公悪食 票金融 公庫 総残 部庶 務課鯉城 第 2 係 03－353 ト03 lI （3 0） 03－3505－196g

北海道 渠北開 先公雄 那覇 部庶朋悪 ・03－32了0・155 7 （2 8 1） 03・3246－0776

は金 指甜 ：・旺投射 誤聞 毒郡 部会計部 ． 03こ343S J992 9 壷 過 ） ！03●3‘133●02 柑

中小企 欝信用保 険 公庫 ㌫報知接触悪 ご03 ・3270－235「 （S33 1） 03－3封2－0043　‾

窺境符fg三缶駿公雄 墓王朝渦 は荒瑠！放 03・3532二5引6 く砧 適） 03－3582．－4730

沖縄 1店押 収 金槌 公仰 宣 拐部定輸激 03－35‡卜32・lI （恕 通）． 03－55 11－8233

‘日本開発銀 行 圧布 部庶湧悪 03－3 2朝 一柑60 （龍過 ）－ 03－32 70J8097

日本楕 昔；人親 行 管習！部誼傍証 03－3 237－9445 （疋過 ） 03て323了－9540

労例 に甜 二耶㌘研 嘉玉均！部契約証裂 的班 03°－329 2－SST l （3日） 03－3292－SS35
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（参考資料）

1．総則
O dECDコードへのコミットメント

経済協力開発権樵が採択している「資本移動及び経常貿易外取引の自由化コード」（「OECDコ

ード」）の保険に関する規定へのコミットメントを再確認する。

○　ウルグアイラウンド多国間貿易交渉の最終条約案へのコミットメント

ウルグアイラウンド多国間貿易交渉の最終条約案中の内国民待遇及び最恵国待遇の原則、及び保険
に係るコミットメントを再確認する。

2．日本における保険制度改革

○　保険制度改革の現状

「国家行政組織法」－第8条に基づき設立された保険審議会が、1992年6月にとりまとめた答申に含

まれている提言に基づき、現在、保険分野の法律及び規則の改革を準備している。’現在、同審議会の

下の法制懇談会において改革の法律的な問題について鋭意検討が行われている。保険制度改革に伴う

保険業法等の改正法案の国会提出は、できれば1995年中に行うことを予定している。

○　保険制度改革の指針

保険制度改革は保険審議会の答申に則り、下記の3指針に従い行われる。
・規制緩和、自由化による競争の促進、事業の効率化

・健全性の維持

・公正な事業運営の確保

3．透明性
○　行政手続法の制定

処分、行政指導及び届出に関し喪通する手続を定めるこ由こよって、行政運営における公正の確保

と、透明性の向上を図り、以て国民の権利と利益の保護に賛する羊とを目的とする行政手続法が、第
128国会において成立した。

行政手続法に関連する規定は、行政手続法の全政府的実施スケジュールに基づき実施される。保険

分野に関連する規定の実施は、現時点では紬94年11月までになされることが期待される。

○　一般的に適用される措置の収集及び公裏

日本における保険供給に関して」行政手続法の定めるとこ名に従い、以下を確認する。

・保険供給の免許及び新商品・料率の認可に関する基準は、行政上特別の支障がない限り、法律、

政省令及び公開通達により、収集され、公表され、公衆に対し利用可能にされる・。

・口頭で行われる行政指導は、行政上持加の支障がない限り、凄請に基づき書面で交付される。

・同一の行政目的を実現するため一定の条件に該当する複数の者に対し行政指導をしようとすると
きは、行政権関は、あらかじめ、事案に応じ、これらの行政指導に共通してその内客となるべき

事項を定め、かつ、・行政上特別の支障がない限軋これを公表しなければならない。
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○　開莞利益

「開発利益」とは、一定期間中は一定の商品についての他の保険事業者からの申吉和対しては認可

を与えないという、最初の開発者に与えられる利芦をいう。

開発利益は、現在損害保険分野には存在しない亡とを確認する。・

今後このような利益が導入される場合は、上記定義の下での独占使用権の範囲や付与期間を明確化

する。

「範囲」には、既存の商品に適用さ襲ている開発利益に対し影響を与えることのないよう、認可を

求める商品力囁存の商品と十分に異なることを決定する基準を皐む。

○　諮問機関　　　　　　　　　　・

日本政府が、保険供給に関する目的や由能をもったいかなる審議会、・由会、委員会又はグループ等

類似の租歳私的セクターの会員の参加を含む）を設立し又はこれらの租織に対して、正規の勧告書

としての役割で定期的に勧告を求める場合、その抱閑に対して、できる限り、その会合の開催通知の

公表及び日本に拠点をもつ利害関係保険会社及び仲介業著しもしくはそれらを代表する協議会又は組

穂のその会合への参加と陳述書の提出を認めることを強く要請する。

○　業界団体等への参加

外国保険事業者は、’日本において（杜）生命保険協会、撮害嘩験料率算出団体等、全ての業界団体
ムに加入できる。

（社）日本損害保険紹会は、日本政府の要請を受け、現地法人形琴に加え、支店形態の外国保険会

社の同協会への加入を可能とする定款変更を1994年1月に行った。
瑞出生命保険協会、日本撮害保険協会、損害保険料率寅定会及びその他類似の組勧†、外国の保

険事業者及び保険仲介業者に対し、各組続が定める規則に従い、国内会社と同様の会費及びその他の

義務に従うことを前提として、国内会社に与えられるのと同等の権利、特権及び桔会を与えているこ

とを確認する。

上記の権利、特権及び桟会には組織の代表権及び支配権に関する権利、特権及び擬会を含む。・

○　保険規制に係る情報へのアクセス’

8．保険審議会は、現在進められている保険制度改革に当たり、外国保険事業者の意見を十分聴取し

てきており、また、大蔵省銀行局保険部は、外国保険事業者と適宜、適切な意見琴換を行ってきて
いる。

b．外国保険事業者及び保険仲介要吉が、日本における保険馳酎こ関連し又は影響を与える措置につ

き、国内保険事業者及び保険仲介業者同様に情報を受け、意見を述べ、政府職員と意見交換するた

めの実質的で公平な椿会を確保する。

C．現在進めている制度改革の完了後、適宜実施する保険分野における規制の変革に関連して、外国
保険事業者は、公平な競争橡全書与えられるように、内国民待遇ペーネで、情報へのアクセスが付

与される。
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以下の措勘にの目的を一層推進することになろう。

i．定期的な意見交換に阻むを持つ外国保険事業普及由帽妹険事業者を代表する組織のリスト

の作成。

ii．上記リストに掲げる外国保険事業者及び組織との、内国保険事業者及び組織と同程度の定期
的会合閑確及び事前の情報痩鋏め醜

○　届出及び申請に対する手続上の保護

8．特定の情報が国家公務員法で定義する「秘密」に当たるかどうかは、日本の裁判所が最終的に決

める手とを認識しつつ、「秘密」情報には、保険事業銑商品、料率に関するr般人が通常入手

できない、申請および届出にかかわる情報を含むことならびに、かかる情報は、デイスクロージ十
一が法的に義持づけられる場合を療き、秘密情報を漏らしてはならないという国家公務員の義務に

よって保護されているものであることを確認する。

b．保険事業者が、同時に提出しうる新たな免許又は商品認可の申請書（料率、保険約款及びその他

の種類の商品認可申請書を含む）′の教頭腰は、法律上にも蘭i上にも存在しないこと及び当該事
業者の既存の申請に対する審査が終了しているか否かを理由にして、保険事業者によるi勤口の申請．

埠出を制限する要件又は監督上の慣行は存在しないことを確認す号。
C．保険事業者が二塵許、商品又は料率認可の届出又は申請を、．その構成員が当該届出又は申請にお

いて、競争上の利害又は潜在的な競争上の利害を有している他の保険事業者、業界団体又はその他

の第三者と、諷整し又は協議するよう求められることはないことを確認する。・上言己にかかわらず、

保険事業者は、．法律に基づき設立された料率算出団体との間で当該団体が決定する料率に関して、
相談することが義務づけられることがある。

4．規制緩和措置
○　商品及び料率の認可

8．保険商品及び料率に係る規制については⊥利用者ゐ立場からは、竜争の促進と事業の効率化を進め

、安くて良い商品が販売されることが望ましいが、商品の安定的な提供を確保するための適切な契約

者保護・保険事業の健全性に基づく措置を維持し、同じ立場にある利用者間の公平性を保険事業者が

確保し、保険事業者のソルベンシーを維持し、及び支払不能、詐欺、債務不履行から消費者や保険金

請求者を保護する．こともまた必要である。
b．引き続き事前認可の対象とする保険種矧こ関しては、ファイル・アンド・i一スやその他の可能な

方法により、認可、審査を促進す皐システムを導入し、審査要件及び期間を軽減させることにより、

保険商品及び料率の認可のための申請審査手続を促進し、簡素化する。

C．損害保険料率についでは、現在ここ定料率、範囲料率、．標準料率、及び自由料率がある。標準料率

、自由料率が適用される商品の種類、もしくは、リスクの種翠を適切かつ合理的な契約者保護一保険
事業の健全性に基づく措置の公正な適用の下で拡大する。　－

d．外国保険事業者は日本における商品認可申請のため、日本国外で収集された統計その他のデータ・を

ケース・バイ・ケースで当局力囁当とみなした場合は使用することが容認される。
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○　保険事業者及耳順倹仲介業音に対する免許付与

a．保険提供のため甲免許申請書は、行政芋叢法を含む行政手続に関する法律に従って処理されるこ
とを確認する。

b．免許申請に係る標準的な処理期間を定めるよう最大限の努力を行い、これを定めたときに公表す

る。

C．免許申請が到達したときは、遅滞なく審査を開始する。

d．免許申請を手巨否する場合には、その理由を線示するよう最大限の努力を行う。

e．行政手続法の成立に伴い、免許の審査基準を明確化し、更に保障制度改革の一環として、これを

法律又は政省令に定める。その基準には、他の金融業態の例も参考に、財産的基礎、経営書の適格

性等に係る基準を含めることとする。

f．外国保険事業者が日本における免許付与の条件として、日本において未だ提供されていない保険

商品の導入を要求されていないこ．とに留意する。

○　保険ブローカー

8．保険ブローカーの役割は、利用者と保険事業者の間瑚中介業者として働き、利用者のニーズに適し
た商品を設計させることを含め、複数の保険事業者の商品の中から利用者が自らのニーズに最も適し

た商品を入手できるよう尽力することにある。

b．ブローカー制度の導入により保険消費者に対し保険商品に関する中立的なアドバイスが提供される

ことを期待する。ブローカーの目的は、生命保険募集人や撮害保険代理店の目的とは異なる。ブロー

カー制度の導入が販売チャネルの多様化をもたらし、日本の保険市場における販売競争を促達するこ

とを期待する。その結果、所要の法改正を経たのち、保険制度改革の一環として、賠償資力ゐ確保に

係る規制及び代理店との兼営禁止を含む適切かつ合理的な契約者保護・保険事業の健全性に基づく措

置の公正な適用の下、保険ブローカーは、日和；おいて拠点を設立し、保険を供結することが可能と

なる。

○　クロスボーダー取引

保険制度改革の一環として日本国籍の航空捜及び日本国籍の外航船舶に対する海外直接付保を自由

化する。

なお、宇古への発射及び宇宙輸送（人工衛星を含む）については、別途所要の措置を採る。

5．その他
○　簡易保検　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

郵政省は、主として疾病、傷害及び介護の保障に係る保険商品について、その拡大又は変更の法律

改正を国会に革める提案をする場合、その法案の形成に関し、情報を与えられ、コメントをし、郵政

省職員と意見交換する公平で意味のある榛会が、日本における外国保険事業者に対し、その要請によ
り、与えられることを確保する。

l

O　独占禁止法の適用除外制度

・保険審議会答申を参照しつつ、1995年度までに、保険業法に規定されている独占禁止法の適用除外
制度の見直しを行う。
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